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【抄録】 現代日本の農山村地域は、過疎化、高齢化が全国に先んじて進み、そこでは集落機能の
維持に必要な人手が不足し、次世代の確保が危ぶまれている。その反面、2000年代に入り、農山
村地域に向かう若者の存在が目立ち始め、近年では国主導のもとで、「地域おこし協力隊」のよう
に地域サポート人材導入事業が施策化され、急激な広がりを見せる。しかし、「人」を施策対象に
据えているために、受入地域と若者のマッチングや、若者と地域の成長を意識したプログラムづく
りなど、民間の先発的な取り組みの工夫に学ぶ必要があり、若者移住を目指す以前に、まず若者が
地域に馴染む最初の段階を大事にする姿勢が求められる。さらに、地域サポート人材を志す若者の
目的や動機、任期中の展開、さらに任期後の動向について、相互を結び付けて検討する動態分析が
未着手であり、本研究では、応募動機と任期後の進路展開に関する実態調査から今後求められる分
析視角を検討した。 
【キーワード】 農山村地域  若者  移住・定住  地域サポート人材  多就業 
 
１．はじめに―農山村地域に向かう若者移住の新潮流 
 
 現代日本の農山村地域は、過疎化、高齢化が全国に先んじて進み、そこでは集落機能の維持に必要
な人手が不足し、集落での共同作業を伴う農道や水路、入会財産のみならず、個人所有の農林地や家
屋においても継承する次世代の確保が危ぶまれ、地域資源管理の担い手問題が顕在化しつつある。 
 その中で、活力ある地域づくりを展開させる地域も少なくなく、その手段として都市農村交流を
積極的に重ね、棚田オーナー制や野焼き支援ボランティアのように地域外の主体を地域資源の利用
や管理の実践的な担い手、いわば「協働する主体」として積極的に位置づける動きも出てきた1。
                                                                
1 「協働の段階」の都市農村交流の展開については、〔佐久間康富・図司直也・筒井一伸・海老原雄紀「都市
農村交流における主体間関係の整理ツールの開発―福島県川俣町における地域づくりインターン事業からの
検討」『農村計画学会誌』29(4), 2010年〕において触れている。 
現代福祉研究 第13号（2013. 3） 
 
- 128 -
その中で、田舎暮らしを志向する団塊世代が早期リタイアにより、農山村地域にU・Ｉターンする
動向が各地で散見され始め、団塊世代の定年時には相当数が地元に戻る「定年帰農」「ふるさと回
帰」への期待が「2007年問題」として高まった。しかし実際は、定年延長や再雇用により還流の
動きは鈍い結果に留まっている2。 
その反面、2000年代に入り、農山村地域に向かう若者の存在が目立ち始めている。甲斐良治氏
（『増刊現代農業』編集長（当時））は、2005年時点に特集を組み、自らの役割を農山村地域に見出
し、仕事を作り出す若者の田舎暮らし志向を指摘し3、また「地元志向」「過疎地に挑む若者」など
の見出しを付けた新聞記事の掲載も目立ってきた4。その後、国が主導して、「田舎で働き隊」（農
水省）や「地域おこし協力隊」（総務省）のように地域をサポートする人材を外部から新たに導入
する事業が地域振興のソフト面での手法として施策化されると、「地域おこし協力隊」では、2012
年 7 月時点で42道府県169市町村において473名が活動し5、その 8 割を20～30代が占めるなど、協
力隊の導入を進める地方自治体数および応募人数ともに急激な広がりを見せている。 
このような地域サポート人材導入策は、従来からの「補助金」行政とは違う新しい施策手法であ
り、各地で受入自治体の担当者、隊員が活動する地域や集落、そして協力隊員それぞれが試行錯誤
しながら進めている現実もある。「協力隊と地域住民とで「地域おこしへの情熱」に温度差があり、
協力隊の活動がうまく進展しない」「単なる「お手伝いさん」になり下がっている」など現場で苦
闘する隊員の声や、「協力隊が何をしていいか分からず、具体的な活動に移せないケースがある」
と悩む受入自治体の担当者の声が寄せられている6。このような現状は、新たに登場した地域サ
ポート人材導入策の特徴7―例えば、「人」を政策対象に据えているだけに、いったん隊員を導入し
てしまえば終わりというものではない点や、サポート人材の絶え間ない関わりによって「地域の変
化」も期待されている点など―に対して当事者間での共通理解が不可欠であることを示している。 
                                                                
2  団塊世代が 65 歳を迎え始める 2012 年以降に改めて「ふるさと回帰」への期待が寄せられ、「2012 年問
題」として再提起されている（認定 NPO法人ふるさと回帰支援センター事務局長補佐・嵩和雄氏談）。 
3  〔『戦後 60 年の再出発 若者はなぜ農山村に向かうのか』（『現代農業』2005 年 8 月増刊），農山漁村文化協
会，2005年〕 
4 〔「ホッとする地元のきずな」日本経済新聞 2009年 7月 18日付記事，「地域おこし協力隊 支え合う若者と
過疎地」読売新聞 2012年 10月 4日記事など〕 
5  169 市町村は、地域おこし協力隊事業を「市町村分」で取り組む数であり、「都道府県分」で実施する市町
村数は含んでいない（総務省地域力創造グループ人材力活性化・連携交流室 「平成 24 年度地域おこし協
力隊実態調査結果（平成 24年 7月 1日現在）」による）。 
6 「地域おこし協力隊及び集落支援員受入れ（予定）自治体職員向けの研修会」（2011 年 11 月 2 日実施）に
おける配布資料「これまで寄せられた地域おこし協力隊制度に対する代表的な意見」より一部抜粋。 
7 地域サポート人材導入策の特徴については、〔図司直也「農山村における地域サポート人材の役割と受け入
れ地域に求められる視点」『JC総研レポート』2012年秋 VOL.23〕を参照。 
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そもそも、この地域おこし協力隊が登場した背景には、15年あまりにわたって農山村地域に若
者を派遣してきた「緑のふるさと協力隊」の存在がある。地域おこし協力隊の制度化当時に、総務
省で地域力創造審議官を務められた椎川忍氏は、「長年これ（緑のふるさと協力隊）に取り組んで
きた地球緑化センターの金井久美子さんのお話を聞く機会を設け、基本理念や15年間の実績を確
認するとともに、受入地域と派遣された青年たちの麗しい交流の実態を改めて認識し、感動した。
派遣修了者の報告会にも参加して、すがすがしい体験談にふれて大変な感動を受け、「地域おこし
協力隊」の制度化に向けた多くのヒントをいただいた」と述べている8。その他にも、緑のふるさ
と協力隊が開始された1990年代半ばには、当時の国土庁が実験的に行った「地域づくりインター
ン事業」の経験を活かそうと地域づくりインターンの会が立ち上がり、都市の若者と農山村地域を
つなぎ今日まで10年以上の活動蓄積を擁している。 
このように、今日の地域おこし協力隊に代表される地域サポート人材に関する施策は、民間ベー
スで開拓してきた先発的な取り組みに端を発していることから、地域サポート人材導入策の原点に
改めて立ち返り、そのノウハウの蓄積に学び、外部人材を導入する上での要点を掴む作業が強く求
められよう。そこで 2 章では、活動蓄積のある先発する 2 つの取り組みから、農山村地域におい
て外部人材を受け入れる上で必要なポイントを整理したい。 
加えて、先にも挙げたように、地域おこし協力隊には20～30代の若者の応募が顕著であり、ま
た、2011年度の任期終了者100名のうち約 7 割が定住に結びつく報告が現実に挙がってきている9。
さらに、ふるさと回帰支援センターの近年の調査でも、20～40代の移住希望者の1/3が「半農半 
X 」のライフスタイルを希望し、全体でも地方での雇用の数に限りがあることから、新しい分野と
しての就農や、今まで取り組んできた仕事や経験を活かして自ら起業を志向する割合も 3 割近く
まで増加する結果が出て来ている10。このような若者移住という新潮流は、これまでの団塊世代の
ふるさと回帰とは異なる展開として注目されるものあり、それ故にこの傾向が今後も持続性を有す
るか、冷静に見極めていく視点も大事になる。そこで 3 章と 4 章では、農山村地域におけるサ
ポート人材事業に手を挙げる若者の志向と任期後の展開についても、まず実態把握を試み、今後必
要になる分析視角を整理したい。 
筆者自身、農山村に向かう若者が注目され始めた1990年代後半に学生時代を送り、その発端と
                                                                
8 椎川氏は併せて「いってみれば「緑のふるさと協力隊」は「地域おこし協力隊」の生みの親」とも述べてい
る。〔椎川忍「地域と青年たちの麗しい交流の実態」『農山村再生・若者白書 2010』編集委員会編『どこに
もない学校 緑のふるさと協力隊 農山村再生・若者白書 2010』農山漁村文化協会，pp.171，2010年〕 
9 〔「地域おこし協力隊 隊員 7割が定住」日本農業新聞 2012年 4月 24日付記事〕 
10 九州ツーリズム大学 2012 年 10 月講義「ふるさと回帰の現状と課題」における嵩和雄氏（前掲）の報告資
料による。 
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なった「地域づくりインターンの会」の立ち上げに参画し、自らが農山村地域と若者の出会いの場
づくりを経験している11。さらに、「緑のふるさと協力隊」をはじめ地域づくり分野のインターン
シップ活動を展開する事務局とのネットワークを作り、団塊ジュニア以降の世代における農山村地
域との関わり方に関心を寄せ、その展開を捉えながら20年近く「若者と地域を結ぶ」活動の役割
と可能性について議論を重ねてきた。また、今日では、集落支援員・地域おこし協力隊の研修サ
ポートを担当する機会もでき、担当部署の国・総務省や受入自治体の担当者、協力隊や支援員らと
の接点が増え、その動向や課題を直接的に把握してきた。その点で、本研究を実践的に現場に還元
できる立場にあり、今日新たな局面を見せる若者移住が着実な動きとなり、農山村地域における次
世代の担い手づくりの一助となるよう、最後に考察をまとめたい。 
 
２．地域サポート人材の受入地域に求められる要点―先発事例の取り組みから 
 
２－１ 先発事例と「地域おこし協力隊」事業におけるマネジメント体制の相違 
 2 章では、農山村地域と若者をつなぐ事業として新たに全国展開をみせる「地域おこし協力
隊」と、先発する「緑のふるさと協力隊」「地域づくりインターン」の 2 つの取り組みとの比較か
ら、農山村地域において外部人材を受け入れる上で求められる要点を整理してみたい。 
 要点を整理するにあたり、まず前提となる両者での「マネジメント体制」の違いを押さえておき
たい［表 1 ］。「地域おこし協力隊」の場合は、基本的には各地方自治体が任期や人数、活動内容
を設定して、募集、選抜し、運営を進めることになる。国・総務省は、協力隊事業を通して、隊員 
1 人につき報酬等と活動費を併せて350万円上限の財政支援を特別交付税によって行ったり、研修
機会を提供するなど間接的なサポートに留まっている。 
それに対して、先発する 2 事業は、受入自治体と参加する若者の間にマネジメント主体となる
中間支援組織が存在する点が特徴的である。「緑のふるさと協力隊」の場合は、NPO法人地球緑化
センター（以下、「緑化センター」と略記）が、「地域づくりインターン事業」の場合は、任意組織
の地域づくりインターンの会（以下、「インターンの会」と略記）がその役割を担っている。これ
らの組織は、受入自治体の活動方針や滞在環境を把握しながら、他方で、募集段階から現地活動ま
で参加する若者に対するフォローを行い、受入自治体と若者と支援組織の 3 者が一体となって参
                                                                
11 本稿第 2 章における NPO法人地球緑化センターへのヒアリング調査（2010 年 9月 14日実施）および第 4
章における山口県下関市旧豊田町における実態調査（2012年 2月 29日～3月 1日実施）は、地域づくりイ
ンターン事業に関わりのある筒井一伸氏（鳥取大学）、佐久間康富氏（大阪市立大学）、海老原雄紀氏（都市
環境研究所）とともに実施し、都市農村交流に関する事業評価のあり方について議論を重ね、多くの示唆を
得ている。記して謝意を表したい。 
農山村地域に向かう若者移住の広がりと持続性に関する一考察 
―地域サポート人材導入策に求められる視点― 
 
- 131 -
画する。 
この比較から、新規に展開する「地域おこし協力隊」には、緑化センターのような事業運営を担
う中間支援組織がなく、受入自治体にかなりの裁量が委ねられており、先発する 2 事業に見出さ
れるノウハウを、まず受入自治体単位で受け止め工夫する姿勢が大事になってくる。 
 
表１ 農山村地域と若者をつなぐ３事業の概要 
  総務省 NPO 法人地球緑化センター 地域づくりインターンの会 
  地域おこし協力隊 緑のふるさと協力隊 地域づくりインターン 
事業開始 2009 年～ 1994 年度～ 
（1996-97 年度は国が試行） 
2000 年度～ 
目的 
都市部で生活する方々と地域外の
人材を地域社会の新たな担い手とし
て受け入れ、地域力の維持と強化を
図る取り組みです。（中略） 地域で
生活（住民票を移動）し、（略） 地域
活性化に関する幅広い活動を行って
いただきます。 
農山村の現状や暮らしに関心を持つ若者
たちが、活力を取り戻そうとする地方自治
体に 1 年間住民として暮らしながら、地域
に密着した活動に取り組むプログラムで
す。隊員たちは、様々な活動や日常の暮
らしを通じて、地元の人たちと交流を重ね
ていきます。それは自分自身を客観的に
見つめ、新しい価値観や人生観を得る機
会になっています。（中略） 一年間の活
動を終えた協力隊員は、（略）その地に定
住したり、地域づくりを進める全国の NPO
や起業に就職したりするなど、社会に求め
られる存在として活躍しています。 
首都圏に住む学生が地方の農山村に赴
きそこで生活をしながら住民の方々と一
緒に地域づくり活動に取り組みます。学
生は農山村の実情を把握し、「地域」を
体感すること、地域は今までになかった
新しい視点を得ること、そして相互の影
響の中で地域空間を活かす人材を育成
することが目的です。（中略） プログラ
ム期間だけでなく、終了後もインターン
生と農山村の繋がりを継続できる関係づ
くりをもっとも大切にしています。 
対象 募集地域による 18～35 歳の若者 首都圏に住む学生 
派遣の位置づけ 地域おこし協力隊員（独自呼称も） 緑のふるさと協力隊員 インターン生 
期間 
概ね 1 年以上最長 3 年（募集地域
による） 
1 年間 2 週間～1 ヶ月程度（7－9 月） 
参加地域数（2011 年度） 147 自治体（3 府県・144 市町村） 45 市町村 12 市町村 
参加者数（2011 年度） 413 人 54 人 44 人 
地域への補助 
隊員の活動費として、上限 150 万円
/人・年 
なし なし 
参加者への補助 
隊員の生活費として、15 万円前後/
人・月（募集地域による） 
隊員の生活費として、5 万円/人・月 交通費補助として 1‐3 万円程度/人 
運営方法 
総務省は地方自治体に対して財政
支援、マネジメント等のサポート。そ
の他の実務は、各地方自治体が担
当。 
NPO 法人地球緑化センターの事務局次
長と専任職員 3 人の計 4 人で担当。 
受入地域担当者，インターン生で総会を
構成。OB・OG インターン生で事務局を
構成。 
募集方法 
各地方自治体が実施。各自治体
HP，移住・交流推進機構（JOIN）HP
などに掲載。その他の手段は募集地
域による。 
地球緑化センターが実施。センターHP に
掲載。関係者を通じた広報活動など。全
国各地で説明会も実施。 
地域づくりインターンの会が実施。会の
HP に掲載。OB・OG インターン生，関係
教員を介した広報活動など。東京で 2回
程度説明会を実施。 
選抜方法 募集地域ごとに実施。 
書類選考＋面接選考（秋から冬にかけて
4回実施） 
6 月の派遣地決定会にて実質的に実
施。 
研修の有無 
募集地域による。総務省として、初
任者向け研修，ブラッシュアップ研修
を実施（参加は任意）。 
4 月に事前研修，9 月に中間研修，翌年 3
月に総活研修を実施。 
7 月に勉強会，10 月に学生報告会（内
部研修）を実施。  
報告会の有無 募集地域による 総括研修時に、公開報告会を実施。 11 月に全体報告会を実施。 
担当者会議の有無 
総務省が地域担当者向け研修を実
施（参加は任意）。 
5 月に受入先担当者会議を実施（原則参
加）。 
6 月の派遣地決定会，11 月の全体報告
会時に実施（原則参加）。 
    
資料：［地域おこし協力隊］：総務省・地域おこし協力隊 HP 掲載パンフレット類 
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/02gyosei08_03000066.html（最終アクセス：2012/10/23） 
［緑のふるさと協力隊］：2011 年度募集ちらし，『農山村再生・若者白書 2010』編集委員会編『どこにもない学校 緑のふ
るさと協力隊 農山村再生・若者白書 2010』農山漁村文化協会，2010 年 
［地域づくりインターン］：宮口侗迪・木下勇・佐久間康富・筒井一伸『若者と地域をつくる 地域づくりインターンに学ぶ学
生と農山村の協働』原書房，2010年 
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２－２ 先発事例にみる地域サポート人材導入の工夫 
ここでは、筆者のインターンの会での経験や緑化センターへのヒアリングをもとに、10年余り
にわたって活動を継続できたポイントを大きく 3 つ挙げてみたい。 
 
①受入地域の多様性と応募する若者の多様性を前提にしたマッチング 
緑化センターの場合、応募する若者の選考は書類選考と面接選考で行われるが、事務局が行う個
人面接を、応募者の個人的な相談や質問に答える「個人相談」に近い形で位置づけ、特に、面接で
の可否の判断の基準を「熱意」に置いている点が特徴的である12。「具体的には、①志望動機を詳
しく聞き、協力隊の趣旨を十分理解しているか、意欲が伝わるか② 1 年間最後までがんばれるか、
山村で生活できるか③人とのコミュニケーションに不安はないか、などがポイント」とされている。
他方で、受入自治体からも、どんな若者に来て欲しいかなどの聞き取り調査をしておき、「これま
での実績から判断して、①活動内容がきついかどうか②市町村の首長や担当者が熱心かどうか③頼
りになるOB・OGが現地に定住しているかどうか、受入市町村の「特徴」を把握したうえで、面接
選考の過程でつかんだ若者の「性格」や「特技」を突き合わせ」て地域と若者のマッチングを進め
ている。 
また、インターンの会の場合は、6 月の派遣地決定会が両者のマッチングの場となる。そこでは
受入地域の担当者と参加学生の両方が一堂に会し、まず、各地域担当者から地域の紹介や活動内容
の説明があり、その後、担当者が各地域のブースを設け、参加学生がそれを巡る形で、両者のお見
合いを進めていく。そして夜には全体で懇親会を行い、地域の産品を肴に担当者と学生とがじっく
りお互いを知り合う時間を作る。そして、翌朝に学生から希望地域の申請を受け付け、事務局と地
域担当者で割り振りを行い、派遣地域を決定している。万一、希望する地域に選ばれなかった場合
は、参加辞退の選択肢も用意しているが、そこまで至ったケースはほとんどなく、週末の 1 泊 2 
日という時間をかけた両者の出会いから納得のいくマッチングが概ねなされているようである。 
 
②対価をもらう賃労働ではない無償ボランティアの位置づけ 
 緑化センターでは、「緑のふるさと協力隊」事業の理念を「お金」のあり方に体現させている。
農山村に派遣される若者は、自治体が用意した住宅に住み、無償のボランティアとして、賃金の代
わりに 5 万円の生活費が緑化センターより支給され、その金額で自炊することが求められている。
隊員は、都会と同じような生活をしていると 5 万円では足りなくなるため、工夫をするようにな
                                                                
12 〔「若者の個性と地域の個性―「協力隊」の仕組みと運営」『農山村再生・若者白書 2010』編集委員会編，
前掲書，pp.19-20〕 
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り、また受入地域の人たちも、隊員がボランティアと知れてくると、面倒を見よう、助けてやろう
と関わりを持つようになってくる。また、受入自治体の側にも、住宅や自動車の貸与などの費用の
負担を求め、若者を受け入れる「覚悟」を求めているという。緑化センターでは、「田舎は行事が
多く、やることがきまっている。それ故に、仕事や役割、出番がある。地域でやって欲しいことは
たくさんあるはず。やらねばならぬことを見つけてくることもできる。そこにお金が介在すると、
地域全体に繋がらない」13として、地域の人と若者の濃密な人間関係を築く上で、無償での活動は
不可欠と考えている。 
 また、インターンの会も、参加学生には現地に赴く交通費の一部が補助される他は、手弁当での
活動になるが、その分、受入地域で滞在場所や食事を用意してもらい、できるだけ学生の負担が生
じないようお願いしている。そのねらいを、インターンの会顧問の宮口侗迪氏は、「単なるお金と
もののやりとりは、それがいかに割得であっても、必ずしも人と人の関係をつくることに発展しな
い」「学生の預かり方を地域で工夫してもらうことには、（中略）活動や宿泊を含めて、学生の預か
り方について、今まで地域になかったような話しあいがうまれることに大きな意味がある」「イン
ターン事業は、地域の人が交流によって力をつけるためのスタートダッシュとして、大きな価値が
ある」と述べている14。受入地域において、よそ者の世話をすること自体が地域の活力を生み出し
ていると言えよう。 
 
③若者と地域の成長を意識したサポートやプログラム 
 緑化センターにおける 1 年間のプログラムは、「起承転結」の展開になぞらえて表現され、若者
と地域の成長に事務局が寄り添う仕組みが随所に見受けられる15。最初の 3 ケ月間にあたる「起」
は、4 月に行われる 7 泊 8 日の事前研修において、座学やフィールドワークを通じて現地活動の心
構えを学び、そのまま直接派遣先の市町村に出発する。この時期は、とにかく隊員が地域と信頼関
係を作る段階にあたる。隊員は、日々地域での活動を手書きで 3 行にまとめ、それをひと月の活
動日誌にまとめて事務局に報告する。事務局は、それに目を通して気になる点があると、隊員や受
入地域の担当者に電話をかけフォローする、というやり取りが繰り返され、途中で 1 回は事務局
が自ら直接派遣地を巡っていく。初夏を迎える頃になると、自分から地域の中で動けるようになる
「承」の段階に入る。隊員は、年 2 回持ち回りで手書きの「ふるさと通信」の発行を担当すること
                                                                
13 NPO法人地球緑化センター・新田均専務理事，金井久美子事務局次長へのヒアリングによる（2010年 9月
14日実施）。 
14 〔宮口侗迪「地域づくりインターンこそ交流の原点」宮口侗迪・木下勇・佐久間康富・筒井一伸『若者と地
域をつくる 地域づくりインターンに学ぶ学生と農山村の協働』原書房，pp.15-17，2010年〕 
15 NPO法人地球緑化センター金井久美子事務局次長へのヒアリングによる（2009年 2月 3日実施）。 
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になっており、派遣地域の様子や活動内容を自分の言葉と写真などで紹介した通信が、他の隊員や
受入市町村、センターの関係者にも配布される。派遣されて半年を経ると、自ら積極的に地域の
人々との関係の密度を高めていく「転」の段階となる。9 月上旬に中間研修で全員が上京し、お互
いの近況を報告し、悩みと知恵を共有して再び派遣地域に散っていく。そして、自分で地域を理解
した上で何をしたいのか、自分で動きてきたことをまとめる「結」の 3 ケ月を経て、年度末の 3 
月に公開報告会を兼ねた総括研修において、派遣地ごとの展示ブースで隊員が 1 年間の経験を発
表する。 
 夏の 2 週間～ 1 ヶ月と短期間の活動になるインターンの会でも、頻繁に関係者が集まる機会が
設けられている。派遣前後には勉強会や学生報告会が行われ、学生同士で地域に入る心構えや活動
後の関わり方を議論する機会が作られる。また11月には最終報告会が行われ、全地域での活動を
受入地域担当者と学生全員で共有する場ができる。また、年度末には 1 年間の活動報告書として
派遣学生の編集により「たびぼうず」が取りまとめられる。さらにインターンの会の場合は、イン
ターン活動に参加したOB・OG有志が自ら翌年の事務局を担う体制になっており、農山村と学生を
結ぶ志のある学生が活動を継承していくべきという理念に基づいている16。 
併せて、2 つの取り組みにはいずれも受入地域担当者の集まる場も設けられ、苦慮している点や
工夫している点などを意見交換でき、地域間のネットワークづくりにも活用されている。 
 
２－３ 「地域おこし協力隊」事業の受入地域に求められる要点 
 このような 3 つの工夫は、それぞれの先発事業が試行錯誤しながら、プログラムや運営体制を
形にしてきたものであり、「地域おこし協力隊」に取り組み始めたばかりの各地域には、このよう
な先発事例の「力点」を理解し、具体的な取り組みに活かしていく姿勢が肝要である。 
 まず、①マッチングに関して、地域おこし協力隊の場合は、各地方自治体が募集を行っているた
め、「自分の地域だけに複数の若者が応募してくれている」という構図を思い描きがちであるが、
今日のように募集地域が増加する中では、応募者は複数の自治体の募集情報を見比べながら、応募
先を選び出す状況下にあるだろう。それ故に、受入自治体には、緑化センターのケースと同様に、
具体的な活動内容や受け入れたい人材像、受入地域側の体制づくりなどを明確にしておくとともに、
地域の特徴などと併せて積極的な情報発信が不可欠になる。また、選抜方法においても、短期間で
の面接に留めず、インターンの会の事例が示すような地域担当者との交流の機会も大事にし、応募
者の様々な要素を見出した上で選考できるように、手段も工夫されてよい。なにより、3 年間農山
                                                                
16 地域づくりインターンの会の定款には、学生が事務局を設置できなくなった場合には、休会する項目が設け
られている（第 16 条）。 
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村地域で暮らす覚悟を決めてきた応募者を、しっかり受け止める「貴重な出会いの場」と捉えるべ
きだろう。 
 次に、②協力隊の位置づけである。「地域おこし協力隊」は、先発する 2 事業よりも活動期間が
長く、最大 3 年まで設定されうる。また、受入地域、参加者によっては、将来的な移住・定住を
視野に入れて、協力隊をその準備期間と捉える場合もありうる。そのため、参加者への金銭的な補
助について、先発事例が意識する「お金が介在すること」と「地域に馴染むこと」の折り合いの付
け方については一考を要しよう。緑化センターの金井事務局次長は、地域おこし協力隊の 3 年間
を「 1 年＋ 2 年」と捉え、最初の 1 年間は地域との人間関係を構築する目的から無償ボランティ
ア的な要素を組み込み、残り 2 年で移住・定住に向けた準備期間に当てていく発想もあるのでは
ないか、と話している。「地域おこし協力隊」における「 3 年間」という活動期間は、先発事例に
ない試みであり、それゆえに現場での試行錯誤の経験を積み上げ共有していくことも必要になるだ
ろう。 
 この「 3 年間という長期であること」は、隊員には人生を賭けて応募した「覚悟」があり、受
入地域にもそれを受け止める「覚悟」が求められる。そう考えれば、ともに成長できる機会として
積極的に関わり合うことが大事になり、地域おこし協力隊の場合でも③若者と地域の成長を意識し
たサポートやプログラムとして、先発事例が実践している研修や活動振り返りの機会を積極的に活
用すべきだろう。とりわけ、受入側の地域振興組織の職員には、協力隊と地域とのマッチングを適
切に行うためにも、自らの現場感覚とネットワーク力が大きく問われており、受入地域担当者にも、
研鑽を積む姿勢が求められている。近年では、地域ブロックごとに交流会や勉強会が開催される動
きも出始めており、隊員、受入担当者同士のネットワークづくりも積極的に進みつつある。事業を
進める国・総務省も、財政支援の中に上限150万円/人・年の活動費を含め、研修参加を推奨してお
り、有効活用できる余地は大きい。また、受入地域としても、自らの地域の活動を客観的に捉え、
よりよい展開を求めるためにも、第三者によるアドバイスは不可欠であり、その点で、総務省が運
用する地域力創造アドバイザーなどの外部人材の積極的な活用も検討されてよい。 
緑化センターは、「緑のふるさと協力隊」事業を、「①隊員となる参加者、②若者を受け入れる自
治体、③両者を結ぶ地球緑化センターの 3 者がそれぞれの役割を担って連携することで成り立って
いる」事業であることを強調している。「地域おこし協力隊」事業も同様に、隊員、地域双方に協
力し合って実施する共同事業であることに違いはなく、事業が両者の成長に繋がるよう、先発事例
が示唆する力点を有意義に活かして欲しい17。      
                                                                
17 〔「地域の一員に―「協力隊」の理念と意義」『農山村再生・若者白書 2010』編集委員会編，前掲書，
pp.10〕 
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３．地域サポート人材を志す若者の動機―山梨県小菅村における「地域おこし協力隊」
の事例から 
 
３－１ 分析視点と地域概況 
 先にも触れたように、「地域おこし協力隊」に設定された「最長 3 年間」という活動期間は、緑
のふるさと協力隊よりも長い期間であり、応募する若者はそれなりの意思を持って参加を決めて
いると思われる。また、受入地域としても、選考過程や活動する現場とマッチングを進める上で
も、応募する若者の動機の傾向を予め認識しておくことも大事になるだろう。そこで、本章では
「地域おこし協力隊」に応募する若者像について、応募動機に関するヒアリング調査の結果から、
大局的な傾向を把握してみたい。 
 事例として取り上げる山梨県小菅村は、多摩川の源流域に位置する山村であり、面積は52.65km2、
森林の約 3 割が東京都の水源涵養林として、首都圏の水道を支えている。人口は2012年 4 月末現
在で798人、高齢化率39％という小規模自治体であるが、都心から80km圏内に位置することから、
農林業体験や自然体験活動を充実させ、地域づくりインターン事業の受け入れや、東京農大と連
携した多摩川源流大学の取り組みなど、交流を軸としたむらづくりを展開させている。その中で、
2011年度より地域おこし協力隊の導入を進め、20～30代を中心に 6 人を採用（男性 4 人，女性 2 
人）し18、多摩川の上下流間の連携・交流や特産品開発などを担うNPO法人多摩源流こすげが隊員
全体をマネジメントする役割を担っている。 
 
３－２ 応募動機における２つの傾向―「田舎暮らし志向型」と「開業・起業志向型」 
 筆者によるヒアリング調査の分析では、6 人の隊員の志向には大きく 2 つの傾向が見出された。 
1 つは、「田舎暮らし志向型」、もう 1 つは「開業・起業志向型」と表現しうるものであり、小菅村
では、それぞれ 3 人ずつに分類できた。以下に各隊員の応募に至った経緯と 1 年目を終える段階
での展望を示しながら傾向をまとめる19。     
 
                                                                
18 小菅村における地域おこし協力隊では、2011～2013 年度の期間で、人口減少や高齢化などの問題下、多摩
川の源流に位置するという小菅村の魅力を活かし地域活性化を担ってもらう目的で、具体的に下記の 7点を
挙げ募集を行った。（（1）小菅村のＰＲ活動、都市住民との交流事業に係る支援，（2）小菅村の自然を生か
した体験プログラムの開発、実施，（3）農林業に振興に係る支援，（4）農林産物を活用した加工品の開発
や販路の開拓，（5）集落及び地域活動、行事への参画、支援，（6）地域おこしにかかる提言と実践，（7）
その他目的達成に必要と認める活動） 
19 6 名の隊員へのヒアリング調査は、活動 1 年目の終了時期にあたる 2012 年 3 月 21 日に小菅村内にて実施
した。 
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①「田舎暮らし志向型」の隊員たち［表２］ 
 Aさんの場合は、もともと新潟出身で、大学時代に「地域の原風景を守っていく仕事に就きた
い」という想いから、就職活動中に、「田舎暮らし」「地域づくり」のキーワードからWeb検索し、
小菅村のホームページにヒット。新潟と異なり、「田んぼのない田舎」である小菅村に衝撃を受け、
協力隊募集に応募したという。1 年目は、NPOに席を置き、事業運営を手伝っていたが、学生上が
りで社会経験のない自分は「地域の中でどう動いていいか分からず、情けなく思ったり、くよく
よしていた」が、1 年を経て「できるところからやっていこう」という気になりつつある。役場教
育委員会で放課後子ども教室のアドバイザーを手伝ったことがきっかけで、小菅村でも働いてい
るお母さんが多いことが気になり、学童保育の場づくりの誘いも受けている。「自分としては、村
に残れればとも思うが、小菅の人の地元への熱い思いを聞いて、地域づくりを面白いと思うほど
地元でやりたい思いもあり、田舎で仕事をすることとはどういうことなのか、経験値を上げてか
ら帰りたい」と考えている。 
Bさんは、協力隊に応募する 5 年前から学生としてフィールドワークで小菅村に入り、役場で農
地調査のアルバイトとして手伝っている中で、協力隊募集の声をかけてもらったという。Bさんも
NPOに席を置き活動する中で、「はじめはどこまでが仕事で、何が自分でやりたいことなのか見極
めが難しく、苦しいところがあった」と話す。村内のお祭りで家を守る長男の人たちと接したり、
役場の同世代と話す中で、「長男として自分も田舎（の山口）に帰って、（地域を）残さないとい
けないのではないか」と思うようになり、2 年目を勝負の年にしていきたい、と話している。 
 Cさんは、東京・八王子の出身で、近隣のドラッグストアで薬剤師として勤務していたものの、
幼少期に経験した母方の実家（新潟県南魚沼郡）での自然の中での生活があこがれとなり、休み
を取って自然のあるところを巡っていたという。その折に、SNS（ソーシャル・ネットワーキン
グ・サービス）の田舎暮らしのコミュニティで地域おこし協力隊の情報を得るようになり、自分
の生活圏に一番近い小菅村の協力隊に応募。薬剤師を辞めて小菅村に移り住み、現在は、村内の
温泉施設を拠点に活動している。Cさん自身、自分で田舎での暮らしを生み出していくことは考え
られず、決められたこと（仕事）をこなす自信はあったものの、施設の従業員として外との接点
を持ちにくい環境に閉塞感もあった。しかし、温泉で様々な村民と次第に出会うようになり、温
泉で働く意義を見出せるようになってくると、外から嫁いで来たり、移住してきたお母さんが自
分の時間を持てていないことに問題関心を抱くようになり、自分の定住後のことも視野に入れな
がら、村の中でできることを考え始めている。 
 この 3 名の隊員には、もともと実家や学生時代の経験などで農山村地域と接点があり、その原
体験をベースにして協力隊に応募した点が共通している。さらに、地域で生活を始めると、次第
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に自分が地域でどのような役に立つのか悩み始めている。しかし、様々な場面で村民との接点を
増やしていく中で、地域内の課題を見つけ出し、自分のできることを考えるきっかけが出来つつ
ある。また、AさんとBさんの場合は、小菅村での地域づくり活動と自らの地元を比べて考えるよ
うになり、任期後にUターンする選択肢も描き始めている。 
 
②「開発・起業志向型」の隊員たち［表３］ 
 Dさんの場合は、もともと自然エネルギー関係のことに関心を持つ中で、大学院進学中にイン
ターンシップで関わった会社から、事業展開に向けて「まずは地域おこし協力隊に参加して自然
エネルギーの可能性のある地域で活動せよ」との示唆があり、小菅村に可能性を見出して応募に
至っている。普段は役場に席を置き、自然エネルギー関連の補助事業など様々な情報を提供して
もらい、NPOのスタッフを通じて、林業に関わる村民を紹介してもらい人脈を広げている。自伐
林業で薪ボイラーに活用する流れを作って、地域でお金が回る仕組みを作りたいと考え、最初に、
役場から金銭的な支援を受け移動式足湯を作って、村内の社協や村外に出張して使ってもらって
いる。自分としては、「まず自然エネルギーのことをやり遂げたい」と考えているが、「村をこう
したい」と思い描きながら活動するNPOスタッフを見ると、（やりたいことをまず追求する）自分
のスタンスに悩むところもあるという。1 年目は、「人々の出会いの運には恵まれた」が村民のう
ち200人くらいしか仲良くなれていないと反省し、2 年目はさらに村民との接点を増やして事業化
に向けた調査を進め、 5 ～ 6 年先を見据えてエネルギー事業をやり尽くしたいと考えている。10
～30年後の定住はまだ分からない、と話す。 
 Eさんは、学生時代にマーケティングや経営学を学び、その後、埼玉県で農業研修を重ね、山梨
県都留市での就農を目指し移住する直前に、小菅村の協力隊募集を目にし、人口800人の小さなコ
ミュニティで「源流のむらづくり」を進めている取り組みに共感し、応募したという。地元の農
産物を活かした特産品開発や販路拡大、上下流交流に関心があり、NPOを拠点にして、畑を始め
たりできるところから活動を始めている。1 年目は、農産物流通のコーディネート役として、村内
の野菜の集荷の仕組みづくり、じゃがいもの規格外品とそば粉を活かした加工品開発などを試み、
近隣地域にも相談を投げかけている。3 年後には定住を目指しているが、小菅村の就農環境は厳し
いため、販売や加工で稼げるようソフト事業に対する行政からの投資の必要性を強く感じている。 
Fさんはもともと小菅村出身で、高校・大学と山梨県内で過ごした後、高校の臨時教員を務めた
が、教えられる知識が少ないと考え、自然環境の専門学校のある都内に通い直し、その後環境教育
の道に入り現場で経験を積んでいた。その折に、村の同級生であるNPOスタッフから協力隊募集
の情報を得て、村に帰るタイミングを計っていた時期であったため応募しUターンに至っている。
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NPOの中で自然学校での経験を活かしたり、ガイドとしても活動できると今後を考えている。ま
た、仲間たちと有志グループを作り、小菅村ならではのお土産を同世代で製作するなどの活動も始
めている。小菅村では、村に住んで外に通勤することもできるが、複数の仕事を組み合わせて自分
のやりたいことができればその方はよい、と思っている。 
 このように後半の 3 名の隊員の場合は、いずれも小菅村で仕事を興す目的意識を持って協力隊
に参加している点が特徴的である。また、テーマが明確で、それまでの経験を踏まえた活動であ
ることから、視野が村外にも広がっており、その分、地元でのネットワークづくりとのバランス
に悩む傾向も見受けられる。それでも、小菅村の場合は、役場やNPOが隊員と村民を繋ぐ役割を
積極的に果たしており、1 年目は村民との接点もでき、活動環境を整えていくことに成果が挙がっ
ている印象を受ける。任期後については、現時点では、短期的な定住を視野に入れて、2 ～ 3 年目
の活動展開により判断を下していく様子が見受けられる。 
 
３－３ 小括―協力隊の１年目は地域に馴染むことから 
 小菅村における協力隊員の場合は、応募動機からこのような 2 つの志向に類型化できそうだが、
いずれの場合も、1 年目は「地域に馴染むこと」にどの隊員も試行錯誤してきた点で共通している。
「田舎暮らし志向型」の方が、活動目的が漠然としているがゆえに、幅広い分野で柔軟に地域住民
と接し、住民の暮らしや生の声の中に地域の課題やニーズを見出しながら、2 年目の方向性が次第
に具体化しつつある。そこには、目的意識を持った仲間の隊員も傍らにいるために、焦りながら
も自分なりの役割を見出そうと悩みながらも考えられる環境が存在していたことも大きく寄与し
ている。 
一方、「開発・起業志向型」の隊員は、自分の目的が早い時期から明確であるために、自己実現
を優先するあまり地域との関わりを排除してしまう姿勢が懸念されるところであるが、小菅村の
場合は、隊員が役場やNPOに拠点を置くことで、地域活動や住民との接点を普段から持つことが
でき、また、事業や住民を紹介してもらうことで、現実的な展開が進められる環境が作られてお
り、まずは「地域に馴染むことから」という姿勢が共有できている。その点で、受入自治体や地
域内のNPOなどの中間支援組織が果たす役割は、やはり大きいだろう。 
 今回取り上げた小菅村での協力隊員の展開は、まさに 2 章で取り上げた「緑のふるさと協力
隊」の起承転結に示される 1 年間の流れと重なり合うものと言えよう。それ故に、緑化センター
の金井事務局次長が指摘する、地域おこし協力隊の 3 年間を「 1 年＋ 2 年」で捉える見方はまさ
に的を射ており、今後の 2 年間を通して、隊員がどのような活動を積み重ね、任期後の進路を決
めていくのか、引き続き動向を追跡していきたい。      
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表２ 小菅村における地域おこし協力隊の応募動機と１年目の展開―「田舎暮らし志向型」の隊員
の場合 
  A さん Ｂさん Ｃさん 
年齢・性別 20 代・女 29 歳・男 ・女 
出身 新潟・旧新津市出身 山口県山口市 東京・八王子市出身 
所属 NPO 源流こすげ NPO 源流こすげ 多摩源流小菅の湯 
 ○大学で奈良へ。田舎で働きたい、
地域の原風景を守っていく仕事に
つきたい。 
○就活で Web 検索で、協力隊、小
菅村にヒット。 
○他のメンバーに比べて、自分でど
うしたらいいか、1 人悩んでいた。
今は、できるところからやっていこう
という気に。 
○役場教育委員会から、放課後子
ども教室のアドバイザーとして手伝
い。予想外だったが、楽しい。学童
保育の場づくりの誘いを受けて、動
き出し。 
○村に残れればと思うが、小菅の
人の熱い思いを聞くと、自分の地元
でやりたい思いも。 
○東京農大卒、5 年前からフィール
ドワークで小菅入り。結や講を調
査。 
○役場の調査などを手伝っている
中で、協力隊の募集に声をかけて
もらった。 
○他の隊員はやりたいことをやって
いる。自分は何をやればよいのか、
はじめは苦しいところがあった。自
ら動くよりは、NPO の業務中心。 
○2 年目を勝負にして、お祭りに出
ている長男の人たちを見ていて、長
男として自分も田舎に帰って残さな
いといけないのでは、と思うように。
○薬剤師として、ドラッグストアで勤
務するも、心が満たされず。母親の
実家（新潟）の自然の中での生活
にあこがれ。 
○SNS で田舎での体験の情報を得
ていて、協力隊の募集知る。生活
圏に一番近い小菅村に応募。 
○田舎暮らしで、自分で何かを生
み出すことは考えられず、仕事をこ
なす自信はある。 
○温泉の受付で「このままいつま
で？」と思っていたが、お客さんと話
をするうちに、村の拠点である温泉
で働く意味を見出す。 
○定住することを念頭においてい
る。自分が年寄りになった時に、よ
りよい形にしていきたい。 
○移住者のお母さんたちの居場所
がないことを問題視。移住者として
できることを考えたい。 
資料：現地ヒアリング（2012年3月21日に実施）をもとに、筆者作成。 
 
表３ 小菅村における地域おこし協力隊の応募動機と１年目の展開―「開発・起業志向型」の隊員
の場合 
  D さん E さん F さん 
年齢・性別 27歳・男 29 歳・男 37歳・男 
出身 茨城・ひたちなか市出身 愛知・長久手町出身 山梨・小菅村出身 
所属 役場源流振興課 NPO 源流こすげ NPO 源流こすげ 
 ○大学院で千葉へ。休学中，自然
エネルギー関連会社でインターン
中に情報。 
○間伐材を活用したエネルギー利
用を実現させたい。 
○「むらをどうしたい」よりは「まず自
然エネルギーから」 
○人々の出会いの運には恵まれた
（村内の森林組合，造林会社な
ど）。 
○5-6年先を見据えて。10-30 年先
の定住はまだ分からない。 
○役場にいることで、補助事業等の
情報を教えてもらえる。 
○協力隊として、1 人で行動した
い。 
○大学時代にマーケティング学ぶ。
埼玉で農業研修を経て、就農で都
留に入る直前に募集知る。 
○人口の少ないコミュニティ、源流
のむらづくりは筋が通っている。下
見で、じいちゃん、ばあちゃんが元
気だった。 
○小菅で採れるものを使って、販路
拡大、特産品開発、上下流交流な
ど、やれることをまず。農産物集出
荷のコーディネータ役で手数料も取
れるようになりたい。 
○3 年後に村に居付くつもりだが、
行政との距離が遠い。 
  
○農業高校の臨時教員から、専門
学校を経て、環境教育の道へ。
オークビレッジなどでアルバイトも。 
○同級生の NPO スタッフから情
報。帰るタイミングを図っていた。 
○NPO を手伝いながら、できること
をやらせてもらっている。 
○仲間たちで、小菅村のお土産も
のづくりも。 
○自然学校で体験、ガイドとして手
伝える。複数で自分のやりたいこと
をできれば。通勤もできる。 
  
資料：現地ヒアリング（2012年3月21日に実施）をもとに、筆者作成。 
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４．地域サポート人材としての若者の可能性―山口県旧豊田町における「緑のふるさと
協力隊」任期後の進路 
 
地域サポート人材事業に応募する若者の数が増えている中で、前章では、志す若者の志望動機
に着目して類型化を試み、「地域おこし協力隊」1 年目の活動展開との関連を考察してきた。他方
で注目されているのが、任期後の若者の動向である。本稿の冒頭で触れたように、地域おこし協
力隊では、2011年度の任期終了者100人のうち約 7 割が定住に結びつくとの報告があり、大きな成
果と評されている。また、緑のふるさと協力隊でも、第 1 期（1994年度）から第15期（2008年
度）までの参加者420人のうち、派遣先に定住したり結婚したりした「定住者」が166人と 4 割に
上る数字が挙げられている。ただし、この調査は活動終了時に聞き取ったものとされ、その後の
異動は含まれていない20。緑化センターでも、協力隊活動後の居住地の変化についてアンケート調
査の中で問うているものの、選択肢回答であるために、個別の動態を捕捉するまでには至ってい
ない21。 
 ふるさと回帰を志向する団塊世代にとって、農山村地域への移住は、二地域居住などの形態の
多様性はあるにせよ、余生の期間をその地に留まることが想定されている点で、「移住」＝「定
住」と捉えられよう。しかし、20～30代の多感な若者にとって、 1 ～ 3 年間の協力隊活動を経た
「移住」が、その後にどの程度の期間の「定住」に繋がるかは未知数である。 
 そこで、本章では、地域サポート人材の先発事例である「緑のふるさと協力隊」の中でも、受
入年数の長い山口県下関市旧豊田町の実態をもとに、任期後の進路を捉え、今後移住・定住の議
論に求められる分析視角を提示したい22。山口県旧豊田町は、県西部の内陸に位置し、隣接する美
祢市が無煙炭産地であったこともあり、街道の要所として栄え、県の出先も立地したが、地域経
済の冷え込みにより、住民投票で合併の方針が固まり、2005年 2 月に近隣 3 町とともに下関市に
合併するに至っている23。 
                                                                
20 〔「若者の個性と地域の個性―「協力隊」の仕組みと運営」『農山村再生・若者白書 2010』編集委員会編，
前掲書，pp.26〕 
21 〔「緑のふるさと協力隊に関するアンケート調査」『農山村再生・若者白書 2010』編集委員会編，前掲書，
pp.148〕 
22 山口県下関市旧豊田町における実態調査は、2012年 2月 29日～3月 1日に、下関市豊田支所を窓口として
受入地域担当者に対してヒアリング調査を行い、一部、旧豊田町管内および近隣に居住する OB 隊員に対し
ても補足的なヒアリング調査を行った。今回の調査は、概況把握を目的とした予備調査と位置づけており、
詳細については、引き続き実態調査を検討している。 
23 緑のふるさと協力隊については、合併後は旧町の範囲で継続しているものの、財政部署の方針次第で継続に
は不安定要素も抱えているという（役場担当者談）。 
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緑のふるさと協力隊については、事業が始まり 3 年目の1996年から隊員の受入を今日まで15年
あまりにわたって継続させている。導入当時は、都市農村交流の活動はなく、1989年から始めた
地域特産品づくり活動が全町的な動きになってきた時期に、当時の豊田町長であった吉本知則氏
が受入を決めたことに端を発している24。活動としては、役場や森林組合、なし生産組合などの団
体で活動したり、商工会青年部や自治会との繋がりもあり、全町一体で受け入れを進めてきた。
2011年度からは、過疎高齢化集落に受け入れを依頼し、地元住民と隊員とで相談しながら活動を
進めている。任期後の進路については、役場担当者としては、隊員から定住したい意向が示され
た時に受け止めており、自分の子どもたちと近い世代でもあることから、「ここに残れ」とは無理
に言わない姿勢をとっている。 
旧豊田町では、2011年度までに38名の隊員を受け入れてきたが、そのうち現在も定住に至って
いる隊員は 8 名を数え、全体の 2 割に上っている［表 4 ］。現在の職業としては、森林組合や市役
所、商工会議所、道の駅など、地元の地域振興組織で働く傾向が見られる。また、Kさんの場合は、
昨年まで道の駅で働いていたが、もともと福祉分野での仕事をしていたこともあり、改めて転職
を視野に看護学校に通っている。役場担当者からも、地元の道の駅や第 3 セクターの企業は、職
種は限られるが協力隊の定住に向けた就業先として大きな役割を果たしている反面、待遇の面で
子育て世帯になると厳しい部分もある。また、民間の中小企業の採用はあまりない、という話も
あった。居住地としては、旧豊田町内に居住する隊員が大半だが、仕事場の関係から下関市の市
街地や旧豊田町の隣町に住むケースもある。 
 今回の調査ではあくまで概況把握に留まっているが、それでも、任期後には定住に向けた就業
先の確保がまず課題に挙がり、その後も、結婚や子育てなどライフステージの変化に伴い所得確
保の観点からの就業先の再検討を迫られるケースが示されている。この現実は、隊員の移住環境
の確保と持続性について、特に就業環境といった地域労働市場の観点に立った分析検討の必要性
を示している。また、旧豊田町の場合は、他地域に派遣されていたOB隊員が隊員同士のネット
ワークを活かして移住してきたOさんのようなケースも存在する。このようにOB隊員が派遣後に
生活の拠点を変えていく動向も興味深く、冒頭に示した「移住」＝「定住」ではなく、むしろ隊
員も流動化する存在となりうる側面も示していよう。逆に、初期メンバーの中には、派遣後10年
以上旧豊田町に留まる者も出てきている。このような「定住」が固まってきた若者については、
今度は受入地域側が地域活動や地域資源に関わる担い手としてどのように位置づけていくのか、
議論の射程に入ってくるだろう。いずれにせよ、任期後の隊員の動向については、さらなる実態
                                                                
24 〔吉本知則「精神的支援のうえに若者は農山村に踏みとどまる」『農山村再生・若者白書 2010』編集委員会
編，前掲書，pp.56-57〕 
農山村地域に向かう若者移住の広がりと持続性に関する一考察 
―地域サポート人材導入策に求められる視点― 
 
- 143 -
調査と分析が必要である。 
 
表４ 旧豊田町における緑のふるさと協力隊の受入および定住実績 
受入年度 協力隊 受入人数 定住者   
1996 3 期生 2     
1997 4 期生 2     
1998 5期生 2     
1999 6 期生 2 2 G さん（26歳・男性）：神奈川・秦野出身。会社辞めて協力隊へ。森林組合作業班勤
務。8 期生と結婚。豊田在住。         
        H さん（女性）：豊田在住 
2000 7 期生 2     
2001 8 期生 4 2 I さん（女性）：6 期生の G さんと結婚。豊田在住。 
        J さん（男性）：市役所勤務。結婚して家を構えた。下関市街在住。 
2002 9期生 4     
2003 10期生 4     
2004 11期生 4   
この時期に 2 人残るも、1～2 年で戻る。 
2005 12期生 4   
2006 13 期生 2 1 K さん（男性）：兵庫・明石出身。北海道で児童福祉の仕事辞めて協力隊へ。夫婦で移
住。昨年まで道の駅勤務。現在、看護学校に。豊田在住。         
2007 14 期生 1     
2008 15期生 2 1 L さん（男性）：商工会議所勤務。下関市街在住。 
2009 16 期生 1 1 M さん（女性）：豊田近隣の三セクに勤務。豊田在住。 
2010 17 期生 1     
2011 18 期生 1 1 
N さん（35 歳・男性）：横浜出身。会社を退職し協力隊へ。集落で活動。道の駅勤務に。 
        
その他     1 
O さん（男性）：大阪出身。協力隊 8 期で、宮崎・日之影町に派遣。派遣後、大阪・京都
で働き、6 期生の G さんを頼って、豊田に移住。森林組合勤務。豊田近隣に在住。 
        
        
資料：現地ヒアリング（2012年2月29日～3月1日に実施）および役場資料をもとに、筆者作成。 
 
 
５．今後の検討課題 
 
 本稿では、農山村地域に向かう若者移住の新潮流に着目し、今後どの程度の広がりを持ちうる
のか、また、若者移住が農山村地域にとってどのような意味を持ちうるのかについて、地域サ
ポート人材導入事業を進める受入地域側の視点と、事業をきっかけとして手を挙げる若者の視点
から、それぞれ事例比較や実態調査を踏まえながら検討を試みた。 
 受入地域側の視点としては、先発する 2 事業が実践的に示している工夫をどのように活かして
いくかが焦点になろう。受入地域と若者のマッチングについては、総務省の地域サポート人材事
業の研修を支援している地域サポート人ネットワーク全国協議会（通称サポ人ネット）でも、「外
部人材の公募に向けたチェックリスト」を参考資料として公表する予定であり、目的や受入環境
をしっかり整える作業を通して、よそ者を受け入れる覚悟が明確になり、よい出会いに結び付け
て欲しいと考えている。また、若者と地域の成長を意識したサポートとしても、前述のサポ人
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ネットが、初任者向け研修、ステップアップ研修のような形で、任期が進む中での振り返りとス
キルアップの機会を提供し、筆者もその一員として隊員の声に耳を傾けている。若者の人生の 3 
年間を預かる「地域おこし協力隊」事業は、短期の交流に留まっていた従来の都市農村交流に比
べても、より一層深い付き合いを求められる「応用段階」の取り組みであることを今一度、関係
者は認識しておくべきだろう。 
 また、若者の視点からは、地域サポート人材を志す若者の目的や動機、そして任期中の展開、
さらに任期後の動向について、相互を結び付けて検討する動態分析が全体として未着手であり、
本稿ではその一部の捕捉を試みたに過ぎない。今回の「地域おこし協力隊」は、任期が 1 年間の
「緑のふるさと協力隊」と比べても、その任期の長さから起業や仕事おこしを視野に入れて、「 3 
年間＝農山村地域で新しい試みに挑む期間」と捉えて応募する若者が増えている印象を筆者は抱
いている25。それ故に、本稿で度々指摘してきた「 1 年＋ 2 年」の後半 2 年間については、「開
発・起業」志向を農山村地域で実践的に磨き上げる場づくりも求められるだろう。若者と地域を
結ぶ地域コーディネート組織の分析を行った国光は、都市部で「開発・起業」分野のコーディ
ネート組織が多く、農山村地域での数の少なさを指摘している26。今後は、都市部で展開するこの
分野のノウハウに学び、農山村地域で活かせるプログラム開発も必要になろう。 
加えて、このような若者の動向は、「仕事がないから地方に住めない」というこれまでの定住条
件の困難性とは一線を画する兆候とも捉えられ、そこには地域のニーズを汲み取ったり、自らの得
意な分野を活かして仕事を興したり、複数の仕事を組み合わせる多就業形態の志向も見出されてい
る27。それだけに移住後のライフステージの変化や収入確保の点などから、その持続性を冷静に見
極めていく視点も不可欠であろう。 
このような農山村地域に移住志向を持つ若者が着実に増える傾向が今後も続けば、彼らが地域資
源管理の担い手としてどのような役割を果たしうるのかが、改めて地域側の焦点に挙がってこよう。
実際に、地域の高齢世代から空き家や農林地の所有権が若者に移り、実質的な資源管理主体として
彼らが継承する立場に認められるのか、それとも、あくまで短期的な移住者として、共同作業など
でも補完的な役割とみなされるのか、農山村地域の様々な担い手継承に与える影響についても捉え
                                                                
25 対称的に「緑のふるさと協力隊」については、過去に応募動機をアンケートで問うているが、「農林業での
山村体験」「自然や緑の環境を求めて」の回答が 4 割弱を占めており、3 章で示した田舎暮らし志向の動機
で応募する若者が比較的多いように見受けられる。〔「緑のふるさと協力隊に関するアンケート調査」『農山
村再生・若者白書 2010』編集委員会編，前掲書，pp.130〕 
26 〔国光ゆかり「若者と地域を結ぶ地域コーディネート組織のネットワーク展開」『農』(290)，農政調査委員
会，2012年〕 
27 〔秋津元輝「農村暮らしの再建とスモールビジネスの展開」『農業と経済』74 巻 13 号，2008年〕 
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ていく必要があり、そこから、受け入れ地域や集落における若者移住の位置づけも明確にされよう。 
本稿では、あくまで現時点における一考察に留まっているが、筆者としては、農山村地域におい
て新たな局面を示す若者移住の動向を引き続き捉えながら、その持続性と地域資源管理の担い手継
承に与える影響について、更なる検討を進めていく所存である。 
 
 本稿は、公益財団法人全国銀行学術研究振興財団2009年度研究助成「都市と農山村の協働活動
における人材育成の条件と課題―農山村地域の持続性に関わる次世代の担い手確保に向けて」の成
果の一部である。 
